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＜要   約＞ 
 これまでのわが国の伝統的な労働法学の解釈では，労働者災害補償保険法の適用対象につ
いて，いわゆる「人的従属性」の概念を用いてその範囲を画定してきた。したがって，その
適用対象となるのは，原則として雇用契約に基づいて労務を提供する者に限定されることに
なる。しかし，このような理解によると，法人代表者の業務上傷病にかかる医療費について
は，被用者保険・労災保険のいずれからも給付を受けられないという「法の空白地帯」の発
生の問題が避けられない。また，近年では特定の事業所との間で請負契約等の形式で労務を
提供する個人事業主（契約労働者）が増加する傾向にあるが，上記の解釈によるならば，こ
のような者の業務上災害についても，労災法の適用がないということになってしまう。 
 そこで，本稿では，これらの労務提供者の就労実態をつぶさに検討したうえで，その「経
済的従属性」の側面に着目しながらその業務上災害に対して労災法の適用の途を開く，新た
な解釈論の提示を試みている。 
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1．問題の所在 
 わが国の 5 つの社会保険のうち，介護保険を
除く 4 つの制度，すなわち医療保険，年金保険，
雇用保険，そして労働者災害補償保険（以下では
「労災」または「労災法」と呼ぶ）については，
前二者が旧厚生省所管の制度に由来するのに対し
て，後二者が旧労働省所管の制度であったという
歴史的な背景（1）に違いがあることは，周知のと
おりである。このような制度発足時からの沿革も
あって，2000年に厚生行政と労働行政が統合さ
れた後も，後二者を「労働保険」と呼び，前二者
とは区別して論ずることが一般に定着している。 
 たしかに，雇用保険と労災においては，被保険
者資格（または適用対象労働者）の届出手続に関
しても，保険料の徴収事務に関しても，他の 3 
つの社会保険とは異なる考え方（2）に基づいた運
用が行われているのであるから，制度創設の際の
歴史的な事情を離れても，労働保険を 5 つの社
会保険の中で特別なカテゴリーとして理解するこ
との意義は，現在もなお失われていないといえる
だろう。 
 ところで，この 2 つの労働保険が適用される
場面というのは，その名称の示すとおり，使用者
と労働者の間で発生する（すなわち被用者に発生
する）保険事故ということになるが，医療保険の
中のひとつである健康保険法（以下「健保法」と
呼ぶ）や，年金保険の中のひとつである厚生年金
法（以下「厚年法」と呼ぶ）もまた，別名「被用
者保険」の名称が示すように，被用者について発
生する保険事故をカバーする制度である（3）。し
たがって，要保障事故が「被用者」に発生した傷
病である場合においては，労災法と健保法の重複
適用を避けるため，両制度のすみ分けに関する一
定のルールが定められている。すなわち，当該傷
病が「業務上」（および通勤途上，二次健診）に
係るものである場合には，労災法から保険給付が
行われ（労災法 7 条 1 項），それが「業務外」の
私生活上の事由によるものである場合には，健保
法から保険給付が行われる（健保法 1 条）とい
う考え方である。したがって，これらの規定を合
わせ読めば，「被用者」の傷病については，その
発生原因が何であるかによって，いずれの社会保
険から給付が行われるかが決定されるという一応
の判断基準が存在するのである。 
 ところが，類似した意味内容をもつ「労働者」
ないし「使用される者」という言葉を用いていて
も，労災法の適用対象労働者（労災法には「被保
険者」という概念がない）と健保法の被保険者と
の間には，概念上のズレがあるために，業務上災
害の場面において，両制度間の「隙間」が発生す
るという問題が起りうる。 
 本稿では，このような両制度の狭間（あるいは
外側）に発生する就業者の業務上災害の問題にス
ポットを当てながら，労災法の適用対象労働者の
範囲の再検討を行うことを目的とする。 
 
２．法人代表者の業務上災害の問題 
（１）労災法と健保法の間の「隙間」の発生 
 労災法の適用対象労働者（労災法 1 条）の定
義に関しては，同法自身の中に明文規定を置いて
おらず，行政解釈および裁判例によって示された，
労働基準法 9 条の「労働者」と同一の概念であ
るとの理解が定着している。すなわち，当該労務
が使用者の指揮・監督下で提供されているかどう
かという使用従属性（人的従属性）の有無を判断
基準として，労災法の適用可否を決定しているの
である（4）。したがって，使用者の側に立つ（す
なわち，人的従属性の認められない）法人代表者
については，たとえ業務上の傷病が発生したとし
ても，「原則として」（後述の特別加入を除けば）
これに労災法を適用する余地はないということに
なる（しかも，法人代表者については，後述の個
人事業主と違って，非被用者保険である国民健康
保険法（以下「国保法」と呼ぶ）の医療給付で対
応することもできない）。つまり，法人代表者の
業務上傷病という生活事故は，労働保険・被用者
保険という 2 つの大きな社会保険制度の狭間に
落ちてしまって，現行法上はどちらからも給付を
受けることができないまま，放置されているとい
うことになるのである。このような，いわば社会
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保険の「空白地帯」の発生というべき問題を防ぐ
ためには，どのように考えたらよいのか。 
 
（２）2003年の保険局長通知 
 この問題に対して，労災法・健保法自体の法文
の改正によってではなく，行政的な措置によって
解決を図ろうとしたのが，2003年 7 月 1 日付厚
生労働省保険局長通知・保発0701002号「法人の
代表者等に対する健康保険の適用について」（以
下「03年通知」と呼ぶ）である。この行政通達
では，被保険者 5 人未満の法人の代表者等の業
務上の災害については，当面の暫定的な措置とし
て，その業務内容が一般の従業員と著しく異なる
労務でない限り，健保法から保険給付を行うと規
定している。 
 しかし，このような行政措置の考え方は，先に
述べた健保法 1 条の規定に明らかに反する内容
であるため，学説上はこれを疑問視する向きが強
い（5）。そこで，まず検討を加えなければならな
いことは，法人代表者の業務上災害という生活事
故に関して，現行法の解釈論として，どのような
アプローチが考えられるのか，ということである。 
 法人代表者の業務上災害に対して，第一に，現
行労災法の枠内で保険給付を行うための手段を探
すならば，後述の特別加入の要件を緩和するとい
うのもひとつの解決策ではあろうが，それがどこ
までも任意加入の制度であるという限界から逃れ
ることはできない。むしろ，このような事故につ
いて労災法の強制適用の可能性を探るという抜本
的な解決策が，優先して検討されるべきであろう。
ただし，このアプローチにおいては，労災法にお
ける「労働者性」の見直しという，極めて本質的
な議論を避けて通ることができない。第二に，
03年通知のように，この問題について健保法の
保険給付という形での解決を試みるのならば，労
災法と健保法の適用場面の区分基準であるとされ
てきた「業務上・外」の区別を撤廃するという，
これまた現行法の解釈論を超えた，困難な問題に
突き当たってしまう。 
 以下，この 2 つのうちのいずれの解決法が妥
当であるのかを順次検討していくことになるが，
まず第二の健保法の給付の可能性の方から検討を
加えることにしよう。 
 
（３）法人代表者の被用者保険における被保険者
資格 
 労災法における「労働者」については，労働基
準法におけるそれと同様に，使用従属性概念を基
準として判断されていることは前述のとおりであ
るが，それでは被用者保険における被保険者概念
については，どのように理解されているのか。 
 健保法 3 条 1 項では，被保険者概念について，
「適用事業所に使用される者及び任意継続被保険
者をいう」と規定しており，また厚年法 9 条で
は，「適用事業所に使用される70歳未満の者」と
定めている。そこで，これらの法文の規定すると
ころの「使用される者」という概念をどのように
理解すればよいのか。 
 ここでいう「使用される者」の意味内容につい
ては，使用者と労働者の間の「雇用契約関係の存
在」と必ずしも同じものではないという解釈が，
判例・学説においてほぼ定着している。たとえば，
パン製造会社の代表取締役社長が健保法および厚
年法の被保険者にあたるという判断を行った県知
事（被告）の確認処分を不服として，社長が原告
となってその処分の取り消しを求めた事件におい
て，第一審判決（岡山地判昭和37年 5 月23日行
集13巻 5 号943頁），控訴審判決（広島高裁岡山
支判昭和38年 9 月23日高民集16巻 7 号514頁，行
集14巻 9 号1684頁）ともに，原告の訴えを退け
て県知事の行った処分を支持している。特に控訴
審判決において，「労災保険法は…労使間に実勢
上の差異がある労働関係において…業務上の災害
の補償」を行うものであるのに対し，健保法・厚
年法においては，「労使の実勢上の差異を考慮す
べき必要がなく…事業所に使用せられる者」の中
に法人代表者も含めて解釈することが，被用者保
険の制度趣旨（ひいては憲法27条の勤労権の保
障の趣旨）にかなうものである，と述べている点
が注目される。すなわち，労働保険における「労
働者」概念と，被用者保険における「使用される
者」の概念の間には明確な違いがあり，後者にお
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いては必ずしも雇用関係の存在を前提としない（6）
という立場を明らかにしているのである。 
 学説においてもこれに対する異論は見当たらず，
「『事実上の使用関係』さえ存在していれば，雇用
契約関係の不存在は，両法（筆者注：健保法，厚年
法のこと）の被用者性を妨げるものではない」（7）
とか，「株式会社等の法人の代表者等も，会社と
の関係では，会社に労務を提供し，報酬を受けて
いる側面＝『使用関係』に着目することにより，
会社に『使用される者』に該当すると解すべきで
あ」（8）るなどと説かれている。 
 すなわち，03年通知が法人代表者について健
保法の被保険者資格を認めたこと自体は，これま
での判例・学説の考え方に沿ったものであり，妥
当な解釈であるといえよう。 
 
（４）03年通知の問題点 
 しかし，法人代表者に健保法の被保険者資格を
認めるとしても，その者の業務上の傷病に対して
健保法の給付を行ってよいかどうかは別問題であ
る。そして，以下の理由により，この問いに対す
る答えは消極に解すべきであると思われる。 
 第一に，前述のとおり健保法 1 条がその保険
給付の対象を，明確に「業務外」の傷病に限定し
ていることに照らして，現行法の解釈論上，この
ような取り扱いが明文規定に反していることは否
定できない。 
 第二に，03年通知が，法人代表者の業務上傷
病に対して健保法の給付を認めつつも，その業務
の範囲について「一般の従業員と著しく異ならな
いような労務」という限定を加えている点にも問
題がある。このような限定を行った結果，業務上
の傷病であっても一般の従業員とは異なる（すな
わち管理・監督的な立場での）業務に起因するも
のである場合には，健保法が適用されないという
ことになる。この「一般の従業員と著しく異なら
ない」という概念は，非常に不明確であるが，も
しこれが人的従属性を意味するものであるならば，
そもそもそのような災害に労災法の強制適用がな
いこと自体が不合理だということになるだろう。
また，人的従属性とは異なる単なる労務の外形的
な態様（従事する時間帯，動作の外観等）を意味
するにすぎないならば，なぜそのような適用業務
の範囲の制限を加えてまでして，わざわざ健保
法・労災法の隙間の領域を残しておかなければな
らないのかが，極めて不可解である（9）。そして，
以上の 2 つの問題点は，法人代表者の業務上傷
病に関し，健保法の拡大適用によってカバーして
いこうとする03年通知のアプローチは，現行法
の解釈論として無理があるということを物語って
いるのである。 
 なお，上記のような現行健保法の解釈論を離れ
て，健保法自体の中に「法人代表者の業務上傷病
のみを例外として扱う」という明文規定を入れる
ことで，立法論的な解決策を試みたとしても，や
はり大きな難点を内包している。1922年に制定
された健保法が，元々被用者の業務上・外の区別
なく保険給付を行っていたことに対して，労働者
側からの強い要求を容れる形で，1947年に労災
法が制定されたという経緯があるのは周知のとお
りである。つまり，本来労災法で対応すべき事故
について健保法が代替していたものを，業務上の
事故に限定して健保法から独立した制度としたの
が労災法である（10）ということになる。したがっ
て，このような労災法の成立をめぐる歴史的な経
緯に照らして考えると，上記のような立法的な解
決が妥当なものであるとはいえない。 
 
（５）小括 
 以上のように，労災法と健保法の隙間に落ちて
しまう法人代表者の業務上傷病の扱いに関して，
健保法の拡大適用で対応していこうとする03年
通知の考え方は，それをまったく無限定に行えば
現行法の法文に違背することになるし，逆にその
拡大適用に一定の枠をはめることで現行法との抵
触を最小限度に抑制しようとすれば，健保・労災
両制度の間の調整という所期の目的を十分に果た
すことができないというジレンマに陥る。そして，
このことはすなわち，両制度間の隙間を健保法の
拡大によって埋めていこうとするアプローチその
ものが，構造的な矛盾を抱えているということを
示しているように思える。 
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 そこで，この問題の根本的な解決に向けた現行
法の解釈論上の方法として，次のような仮説が導
かれる。すなわち，法人代表者が組織内において
置かれている立場のうち，法人に対する経済的従
属性の側面にのみ着目し（人的従属性の有無を問
うことなく），その者の業務上災害について労災
法を適用していくという考え方が成立する余地が
あるのではないかということである。しかし，こ
の仮説の妥当性を検証するためには，労災法の適
用対象としての「労働者」概念の見直しという，
極めて本質的な問題に取り組まねばならない。次
章ではその手掛かりとして，さらに個人事業主の
業務上傷病の問題について検討を加えてみたいと
思う。 
 
３．個人事業主（契約労働者）の業務上災
害の問題 
（１）問題の背景 
 近年の企業経営を取り巻く環境の変化のうち，
最も顕著なもののひとつが，労働力の外部調達
（アウトソーシング化）といわれる現象である。
すなわち，企業が自らの組織外の個人（または法
人）と請負契約，委任契約などの雇用契約以外の
契約形態によって労働力の提供を受けるというも
のである。いうまでもなく，このような潮流の背
景にあるのは，企業間競争の国際化がもたらした
減量経営，コスト削減の要請であるから，このよ
うな流れは，業種を問わずほぼすべての産業に見
られる普遍的な現象といってよいだろう。 
 このような労働力の外部調達化の具体的な例と
して，本稿の関心事である「労働者性」の判定の
問題に的を絞って列記してみるならば，建設会社
における下請け（とりわけ砂利などの運搬を請け
負うトラック運送等），NHKの放送受信料の集金
人，電力会社・ガス会社などの料金徴収のための
検針業務，オフィスビル間の書類配達を専門に請
け負うバイク便（11），コンピューターの大型ソフ
トウェア開発作業における個別システム領域ごと
の分担開発作業，などが代表的なものといえよう。 
 これらの「ユーザー企業」のために当該企業の
外部から労働力を供給する者は，ユーザー企業と
の間で雇用契約を締結するわけではないので，契
約の形式上は企業との間に「使用者・労働者」の
関係は存在しない。本稿が特に注目するのは，こ
れらの労務供給者が個人事業主である場合で，そ
の場合にはこれらの者はいずれの組織からも労働
法上の指揮・命令を受けることがないので，伝統
的な労働者保護法制の解釈においては，長い間適
用の対象外にあるとされてきた。これらの労務供
給者は，たしかに毎日同じ職場に出勤して，同じ
顔ぶれの同僚と仕事をするわけではないので，そ
の限りでは典型的な「労働者」ではないが，さり
とて完全な独立自営業者であるとも断定しにくい
存在であり（12），一般にはこのようなカテゴリーの
労務供給形態は「契約労働者（Contract Worker）」
と呼ばれている。 
 このような雇用契約以外の契約形式に基づいて
労務を供給する者について，当該業務の遂行中に
傷病が発生した場合に，どのような社会保障給付
が行われうるかが，ここでの検討課題となる。以
下，労災の特別加入，健保法，労災法の強制適用
順番で検討を行う。 
 
（２）個人事業主の労災の特別加入 
 前述のとおり，行政解釈および裁判例における
労災法の適用の判断基準に従うならば，当該労務
が使用者の指揮・監督下で提供されているかどう
かという使用従属性（人的従属性）を基準として，
労災法の適用可否が決まるとされている。した
がって，人的従属性の認められない独立自営業者
については，たとえ業務上の傷病が発生したとし
ても，「原則として」これに労災法を適用する余
地はないということになる。 
 しかし，ここで留意しておかなければならない
ことは，労災法には任意加入の形態による特別加
入の制度（労災法33条）があり，中小企業の事
業主等については労働保険事務組合による加入手
続を経ることを条件に，労災への加入の途が開か
れているという点である（先に「原則として」と
いう留保を行ったのは，この理由による）。この
特別加入の制度は，労働基準法および労災法上の
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「労働者性」が認められず，それ故本来は労災の
給付対象とはならない者に対して保険給付を行う
ものであるから，中小事業主等の業務上傷病のす
べてをカバーするわけではない。すなわち，「あ
くまで労働者の行う業務に準じた業務の範囲」に
給付が限定されるというのが行政解釈（13）である。
また判例においても，一般の労災強制適用労働者
に対する「業務上」の認定基準と比較しても，よ
り厳格で給付抑制的な判断を示すものが多い（14）。
さらには，加入手続においても，団体加入の形で
しか加入が認められないという事務手続上のハー
ドルの高さ（15）の他，業種によっては，制度の存
在自体が知られていない等の問題点（16）も指摘さ
れており，必ずしもその普及度は芳しいものとは
いえない。つまり，この特別加入の制度は，人的
従属性の認められる労災強制適用労働者とそれが
認められない独立事業主の間の，中間的カテゴ
リーの就業者の業務上災害を捕捉するための制度と
しては，十分に機能していないのが現実である（17）。 
 したがって，従来の解釈では，中小企業の事業
主が労災に特別加入していない場合には，たとえ
一般従業員と同種の業務に従事している最中に発
生した事故であっても，その療養給付については
健保法または国保法で対応するしかないというこ
とになる。 
 
（３）個人事業主の被用者保険における被保険者
資格の検討 
 個人事業主の被用者保険被保険者資格について
検討する際には，当該個人事業主の請け負う労務
の具体的な態様，発注者との間で交わしている契
約の内容など，取引関係の実態をつぶさに観察し
ていく必要がある。なぜならば，個人事業主を
「労働者」と呼ぶことが，それ自体ひとつの語義
矛盾である以上，業務の発注者と個人事業主との
間に，使用者と労働者の関係と同視しうる程度の
実態が存在する必要があると考えられるからであ
る。この点，学説においては，「業務外の稼働能
力喪失時における所得保障の必要性の有無」（18）
という観点から被用者保険の適用可否を判断する
考え方が有力であり，前述の法人代表者の業務外
傷病に対して被用者保険の適用を認める行政実務
および判例の考え方は，このような観点からも支
持されうるものといえる（19）。 
 ところが，他方で個人事業主が請負契約の形で
発注者との間で仕事の完成を目的とする契約を締
結している場合には，その業務の独立性（仕事の
遂行方法に関して，発注者から具体的な指示を受
けないこと）を理由として，被用者保険の被保険
者資格を否定する判例（洋服の仕立に関する，静
岡地判昭和35年11月11日行集第11巻11号3208
頁）もある。しかし，この点については学説から
の批判を受けている。すなわち，これまでの労働
法学における通説的な理解では，労働保険におけ
る「労働者」のメルクマールは人的従属性である
のに対して，被用者保険における「労働者」とは，
経済的従属性（業務外の傷病による仕事の中断・
欠勤が，報酬や給与の請求権の喪失につながるこ
と）を意味する（20）と説かれてきた。このため，
この経済的従属性の点に着目すると，雇用契約，
委任契約，請負契約などの契約形態のいかんに関
わりなく，傷病によって収入を失う実態があるの
ならば，被用者保険の適用を認めるべきであると
いうことになる。そして，多くの学説が支持する
このメルクマールに従うならば，前段 2 で述べ
た法人代表者と，本段 3 の請負契約の形で労務
を提供する個人事業主との間で，被用者保険の被
保険者資格に関して区別を設ける理由はないとい
うことになりそうである（21）。 
 
（４）個人事業主に対する労災法の強制適用の可
能性 
 以上のように，個人事業主について被用者保険
の被保険者資格を認める可能性は十分に残されて
いると考えられるが，仮に法人代表者の業務上災
害に関して03年通知の考え方に従ったとしても，
個人事業主の業務上傷病についてまでこれを拡大
適用して健保法の給付を行うことは許されないと
いうことになるだろう。03年通知自体，健保法
の明文規定に反する内容であるため，その適用範
囲はできるだけ限定されなければならないからで
ある。したがって，請負契約などの形で労務を提
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供する個人事業主については，健保法の被保険者
資格を認めると，それによってかえって業務上傷
病に対して社会保障給付の方法がなくなってしま
うという新たな問題を生じさせることになる。 
 もちろん，被用者保険の被保険者ではなく国保
法の被保険者としてとらえるのならば，医療費に
関しては業務上外の区別に関係なく保険給付が可
能である。しかし，国保法と労災法とを比較する
と，療養給付に限っても労災法には診療時の患者
一部負担金がないという違いがあり，さらに療養
給付以外にまで視野を広げると，国保法には存在
しない休業補償・障害補償・遺族補償等の労災法
独自の給付が存在する。つまり，療養給付以外の
部分での労災法と国保法との給付内容の格差は歴
然としており，被災労働者とその家族の生活保障
機能という観点からは，個人事業主の業務上災害
に対して国保法ではなく労災法の適用可能性を探
ることの意義は大きいといえる。よって，本稿が
検討すべき課題は，このような社会保険制度相互
間の隙間の問題に対する現行法の解釈論による解
決策として，個人事業主の業務上傷病に対する
（特別加入という形態以外の）労災法の強制適用
の可能性を探ることなのである。 
 この点に関するリーディングケースとしてしば
しば取り上げられるのが，自己の所有するトラッ
クを持ち込んで運送業務を請け負う個人事業主
（いわゆる傭車運転手）の業務上災害の問題であ
る。前述のとおり，労災法の適用対象となる「労
働者」とは，労働基準法  9 条の「使用される
者」と同一の概念であるというのが行政解釈およ
び通説であり，これは具体的には人的従属性を意
味するとされてきた。そして，従来の判例におけ
る人的従属性の有無の判断においては，1985年
に労働基準法研究会が発表した枠組を採用するも
のが多く見られる。すなわち，①当該業務を行う
か否かについて，労務提供者側に判断の自由があ
るか，②業務の具体的な遂行方法について，事業
主から指示を受けているか，③勤務場所・時間に
ついて，拘束性があるか，④当該労務を他の者に
代わって行わせることができるか，⑤報酬は当該
労務の対価としての性質をもつか，⑥労務に必要
な機械・材料などを誰が調達しているか，⑦報酬
の額は当該労務の対価として相当な水準にあるか，
⑧労務提供者が当該事業所において専属的に働く
関係にあるか，⑨当該事業所の就業規則や服務規
律に従うべき立場にあるか，⑩租税が給与所得た
る報酬から源泉徴収されているか，⑪被用者保険
に加入しているか，などの観点を総合的に考慮し
て決定されるべきであると考えられている。 
 傭車運転手の業務上災害に対する労災法の適否
が争点となった最判平成 8 年11月28日・訟月44
巻 2 号211頁（横浜南労基署長事件）では，上記
の人的従属性に関する判定基準のうち，⑥の点に
注目し，被災した個人事業主が業務用機材である
トラックを所有していたことや，必要経費（ガソ
リン代，高速料金，公租公課など）を自分で負担
していたことなどから，事業主性の推定が働くと
している。また，基準②に関しても，運送する物
品の内容や納品時刻などに関して発注者から具体
的な指示を受けていたとしても，それらの点は運
送契約の性格上当然随伴するものであって，これ
らの点が人的従属性の存在を裏付ける材料にはな
りえないとしている。そして，これらの考察に基
づき，当該被災者に対する労災法の適用を否定す
る結論を導いている。 
 もっとも，この判決が導いた結論に対しては，
学説の評価はおおむね批判的であるといえる。ト
ラックの所有とか，必要経費の負担といった，形
式的・外形的な判断基準ではなく，労災保険制度
の趣旨やあるべき方向に照らして判断すべきとの
批判（22）や，当該運送業務が発注者側の事業遂行
に不可欠なものとして事業組織に組み込まれてい
るにもかかわらず，発注者側の都合によって従業
員としての地位が与えられないまま放置されてい
る事情が等閑視されているという批判（23）が見ら
れる。ただし，少なくとも上記①～⑪を人的従属
性有無の判断基準として用いるという枠組みだけ
は，学説においても支持されているといえそうで
ある。 
 このように，従来の判例理論によると，上記①
～⑪の判断基準に照らして人的従属性が認められ
ない場合には，たとえその傷病が業務上のもので
        
  人間関係学研究   13   2011 
 
146 
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要
あっても，労災の適用はないという結論になる。
すなわち，当該事業主の独立事業者性が前面に出
ている場合には，従属労働者として認められず，
（特別加入の手続をとっていない限り）労災の適
用の余地はないということになりそうである。 
 
（５）小括 
 個人事業主の形で労務を提供する者が，ある特
定のユーザーとの間で緊密な関係にあり，完全な
独立事業主ともいえないが，さりとて被用者とも
いえない中間的な形態で働く実態が増加しつつあ
る。そして，前段 2 および本段 3 での考察を要
約すると，次のようにまとめられる。 
 法人代表者のように，経済的従属性は認められ
るが人的従属性が認められない労働類型の者に関
しては，その業務上災害に対して，伝統的な労働
法学によれば労災の適用の余地はなく，それゆえ
にその療養給付は被用者保険と労働保険の間の空
白地帯として残ってしまう。また，特定の事業所
から専属的に仕事を請け負う個人事業主について
は，人的従属性が認められる場合には，その業務
上災害に対して労災の強制適用の余地があるが，
逆に人的従属性が認められない場合には労災の適
用はない。また，このような個人事業主について，
経済的従属性を認めて被用者保険の被保険者資格
を付与したとしても，業務上災害には健保法の適
用がないので，やはり医療給付の空白地帯として
残る。 
 つまり，経済的従属性の観点から被用者保険の
適用可否を判断したときには，法人代表者や請負
業務を営む個人事業主など，かなり広範囲の労務
提供者を被用者保険でカバーしうるが，医療給付
の場面では「業務上・外」の区別の問題が立ちふ
さがる。また，事故の内容によっては障害厚生年
金，遺族厚生年金などの所得保障が認められる場
合もあるが，労災のような介護給付まではカバー
されない。他方，人的従属性の観点から労災保険
の適用可否を判断したときには，被用者保険の被
保険者のほとんどの者（および労働時間・労働日
数の関係で被用者保険の強制加入の対象とならな
い非正規就業者）をカバーすることができるが，
法人代表者や個人事業主への適用には限界がある。
さらに，これらの労務提供者の業務上傷病を国保
法でカバーしたとしても，医療給付以外の給付メ
ニューにおける労災法との間の格差の問題は残る。 
 このように考えてくると，「被用者保険の被保
険者＝経済的従属性」，「労働保険の給付対象者＝
人的従属性」という，これまで大方の学説におい
て支持されてきた判断枠組みそのものを，見直し
の対象とせざるをえないということなのではない
かと思えてくる。換言するならば，これらの労務
提供者に労災法の適用を認めるための新たな理論
の構築が求められているということである。つま
り，労災保険における「労働者」を，人的従属性
の認められる労務提供者としてとらえる伝統的な
解釈に一定の修正を加えていく必要があるのでは
ないかと考える。そこで，次の段落では，この点
についてさらなる検討を行ってみることにしよう。 
 
４．本稿の立場（労災法における「労働
者」概念の再検討） 
（１）契約労働者（Contract Worker である個人
事業主）に関して 
 就業形態の多様化に伴って，被用者保険におい
ても労働保険においても，伝統的な「労働者」概
念にある種の“揺らぎ”が生じているように思わ
れる。すなわち，これまで用いられてきた「人的
従属性」，「経済的従属性」というメルクマールで
は，社会保険給付対象者の範囲を的確に描き分け
ることができなくなってきているということであ
る。今，私たちに求められていることは，このよ
うな新しい時代の就業実態に合わせて，これらの
判断枠組をより精緻化させていく作業である。と
りわけ，労災法については，国保法と比較したと
き，被災労働者の生活保障機能の格差は歴然とし
ており，その給付対象者の範囲を正しくとらえ直
す作業は，極めて重要な意味をもつ。そこで，私
たちは今一度，労災保険制度の本質にまで遡って，
法による保護を行うべき対象をどのように画定し
ていくのかの検討を行わなければならない。 
 思うに，労災法が健保法や国保法との比較にお
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いて，保険料の負担の面でも保険給付水準の面で
も，格段に高い保護を被災労働者に与えているゆ
えんは，業務に内在する危険から自分の身を遠ざ
けることが困難な（それどころか，あえてそこに
接近して行かざるをえない）立場に置かれている
点に注目しているからである。だからこそ，そこ
から発生した傷病に関し，ひときわ手厚い保護を
与える施策をとっているものと考えられる（24）。
すなわち，危険を内在させた労働関係を形成する
際の「強制」の契機に着目して，「生活していく
ために，そのような選択をせざるをえなかった」
者に対して，全事業主が連帯して補償責任を負う
仕組みが，労災法であると理解されるのである。 
 このように考えるならば，当該労務提供者の契
約形式のいかんによってこの適否の判断を行うこ
とが妥当でないのはもちろんのこと，ユーザー企
業からの当該業務に関する指揮・命令の有無と
いった，人的従属性の判断枠組によったとしても，
上記のような趣旨に立脚する労災法の保護対象者
を正確に捕捉することはできない（25）。私たちは，
ここで「人的従属性」概念を脱却して，それより
も一段階精密な内容をもつ，判別のためのツール
を獲得する必要があるのではないか。 
 この考察を進めるにあたって，現時点において
最も有用なフレームワークの候補として，鎌田耕
一のものがあげられる。鎌田は，当該労務提供者
の置かれた状況の「労働者性」と「事業者性」の
両面を比較衡量することによって決するというア
プローチを提示している（26）。特定事業所との間
で専属的な契約を結んで労務を提供する個人事業
主は，いずれの業種においても，独立事業主の側
面（それだけならば，労災法の強制適用とはなら
ない）と，典型的な被用者の側面（それだけなら
ば，労災法の強制適用の対象となる）の中間的な
性格をもつという点で，共通した特徴が見られる。
つまり，事業者性と労働者性という両極に位置す
る概念の間には，濃淡の差をもった無限の段階が
あって，「強い・弱い」という数量で表示される
連続したスケール概念のようなものと理解される
のである。 
 鎌田の提示する判断枠組である「労働者性と事
業者性の比較衡量」とは，これまでの人的従属性
の判断基準を契約労働者の労務の実態に適合させ，
より精緻化したもので，個人事業主が「ますます
ユーザー企業の事業組織の中核部分に組み入れら
れ，専属的・継続的に利用されるようになった」（27）
という現代の就業形態の多様化の状況を反映させ
た内容になっている。すなわち，労働者性と事業
者性の両側面を併せもつ契約労働者を，各労働者
保護法制の中でどのように位置づけるかという問
いかけから出発し，労働者性と事業者性の程度に
ついて，それぞれの強さを測定したうえで，その
いずれに近いかを判断するというアプローチなの
である（28）。この考え方は，これまでの人的従属
性の評価項目（上記 3 (3)の①から⑪）に加えて，
事業者性に関する評価項目として，⑫事業完成に
向けた企業リスクを負担しているか，⑬より高額
な報酬を求めて，労務提供先を選択することがで
きるか，⑭諸経費の節減によって実収入の増加を
図るという工夫の余地があるか，という 3 つの
ポイントを掲げている（29）点に，新規性を見出す
ことができる。つまり，これまでの人的従属性判
断と比べたときの長所は，事業者性の側面を判断
内容の中に反映させることによって，労働者と個
人事業主の中間的な性格をもつ契約労働者の立ち
位置を，より立体的にとらえることに成功してい
るのである。 
 ここで試みに，典型的な契約労働者のひとつで
ある「バイク便ドライバー」を素材として，この
鎌田の判断基準に照らした検討を行ってみよう。
この際，当該労務から得られる報酬が，その者の
生活を支える収入の中心を占め，労働者の生活が
その収入に依存する割合が高い状態を前提として
想定しておくこととする（これらの労働者の置か
れた生活実態は，そのようなものである場合が多
いと思われる）。 
 まず人的従属性要件のうちの①・⑧を充足して
いることがわかる（この限りでは労働者的であ
る）。また，事業者性の有無の見極めのひとつの
判断材料として，当該ドライバーが交通事故など
のために託された荷物を指定時刻までに目的地に
届けることができなかった事態を想定してみる。
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このような場合に事業組織全体が受ける不利益
（たとえば，その 1 回の遅延が原因で，配車を指
示する運送会社が重要な顧客との間の継続的信頼
関係を失ってしまうなど）は，労務提供者である
個々のドライバーが負うわけではないので，⑫の
事業者性要件は充足していない（この面でも労働
者的である）。さらに，上記のような前提条件に
立つならば，事業者性要件の⑬は充足しないであ
ろうし，ガソリン代などの事業経費の節減努力に
は限界があり，なおかつ走行速度のアップによっ
て単位時間内の配達貨物の量を増やすことも相当
困難であるから，⑭の要件も満たさない（これら
の面でも労働者的である）。 
 他方，労働者性の要件のうち，②・④・⑤・
⑥・⑨・⑩・⑪は，一般的にはバイク便ドライ
バーにはあてはまらない場合が多いであろうと思
われ，この限りでは事業者的でもある。なお，③
については，配達時間の指定は当該業務の性格上
当然随伴するものなので，この点は労働者性・事
業者性のいずれの側面の補強材料にもならない。
⑦の報酬については，個々の契約の内容によって
多様であるので，一概にどちらとも断定できない
が，ユーザー企業が自社の従業員に命じて配達さ
せる場合よりも安価なコストで済むからこそ，バ
イク便というアウトソーシングがビジネスとして
成立しているのだと考えるならば，一般的には当
該労務の対価（時給）よりも低い場合が多いと考
えるべきであろう（この点では事業者的である）。 
 以上，契約労働者のひとつであるバイク便ドラ
イバーについて，従来用いられてきた人的従属性
判断と鎌田の提示する総合的比較衡量判断という， 
2 つの判断枠組にあてはめた結果を一覧で整理し
てみると，次のようになる。 
 このように，バイク便ドライバーは，事業者性
と労働者性の両面を併せもつことが確認されたわ
けだが，これらの中で最終的に労災法の適否判断
の決め手となる最も重要な項目は何かと考えると，
おそらくそれは「⑫・⑬・⑭の  3 点」ではない
か思われる。なぜならば，アウトソーシング化が
進む現代の労務提供形態を観察する際には，その
事業者性の程度をも同時に測定できるツールが必
要で，そのための現時点で最も優れた判断枠組は，
やはり鎌田の提示する総合的比較衡量ではないか
と考えられるからである。こうして，契約労働者
として労務を提供するバイク便ドライバーについ
ては，その業務の中で発生した傷病に関しては，
総合的比較衡量説によって「労働者的である」と
判別されることに着目して，労災の適用を行うべ
きであるという結論に達するのである。 
 このように考えると，事業者性と労働者性の両
面を併せもつ契約労働者に対する労災保険の適否
の判断を行う際には，従来の人的従属性の有無と
いう判断基準はもはや有効性を失っており，むし
ろ被用者保険における経済的従属性の判断に近い
⑫・⑬・⑭の方が，より有効なメルクマールに
なってくるのではないか，と思われるのである。
すなわち，これらの労務提供者は，生きていくた
めに危険を内在させた業務の場に，自らの身体を
差し向けざるをえない境遇に置かれているという
ことであって，この点に労働者性を見出すことが
できると考えられるが，これはまさしく経済的従
属性の判断そのものではないかと思えるのである。    
 
 
 人的従属性の判断 総合的比較衡量 
事業者的な側面 
②・④・⑤・⑥・⑦・⑨・
⑩・⑪ 
 
労働者的な側面 ①・⑧ ⑫・⑬・⑭ 
どちらとも言えない
側面 
③  
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（２）契約労働者に関するイタリアの最近の立法例 
 以上の考察結果を外国の制度にあてはめてみた
とき，これと類似した立法例を最近のイタリアの
制度の中に見出すことができる。イタリアでは，
2000年の労災保険制度改正によって，「準従属労
働者」に対する労災保険の強制適用が規定された。
ここでいう準従属労働者とは，法的意味での従属
性（日本の人的従属性に近い概念）はないものの，
従属労働者と比較したときに社会的・経済的な類
似性が認められる者を意味し（30），わが国でいう
契約労働者がこれにあたる。同改正法では，この
ような準従属労働者について，業務活動のうえで
危険にさらされざるをえないという立場，すなわ
ち経済的従属性に着目して労災法の強制適用を行
うことになったのである（31）。このようなイタリ
アの立法例は，立法論としてだけでなく，解釈論
としてもわが国の契約労働者の労災問題を考える
際に，おおいに参考になるように思われる。 
 とりわけ，イタリアのこの立法においては，事
業主が保険料負担を免れる目的で実質的に従属労
働の状況にある者を形式的に事業組織の外に置く
ことの有利性を封じ，これによって準従属労働者
の保護を図ると同時に，正規雇用労働者の側の労
働市場における競争力の維持をも図るという政策
的な目的を含んでいる点が注目される（32）。そし
て，このような考え方は，日本における契約労働
者への労災の適否をめぐる法解釈論の場面にも，
そのままあてはめられるように思われるのである。
少なくとも労災の場面に関して，契約労働者の労
働者性を容易に否定しない態度は，事業主側の都
合で意図的に雇用契約を結ばない状態を放置する
ことを一定程度防止する効果が期待できるはずで
ある（33）。 
 
（３）法人代表者に関して：従来の通説に対する
疑問と今後の課題 
 既に 2（ 3 ）で述べたとおり，法人代表者につ
いては，健保法・厚年法の被保険者資格を認める
判例・学説が定着しているわけであるが，その際
の根拠としては雇用契約関係の有無とは関係なく
認められる「事実上の使用関係」があげられてい
る。ここでいう「事実上の使用関係」とは，事業
所のために労務を提供し，その対価として報酬を
受け取るという状態を意味しているのであって，
これはそのまま経済的従属性の概念に置き換える
ことも可能である。そして，03年通知は，この
ようにして画定された被用者保険の被保険者資格
を切り口として，法人代表者の業務上傷病に対し
て健保法の給付の途を開こうとするものであった。 
 しかし，本段の上記（ 1 ）・（ 2 ）で行った検
討の結果からうかがえることは，人的従属性が不
完全にしか認められず（あるいはまったく認めら
れず），経済的従属性の側面だけが前面に出てい
る個人事業主に対しては，健保法の療養給付では
なく，労災法の強制適用（もちろん療養給付に限
らず）を認める余地が十分にあるということであ
る。そして，この考え方をさらに敷衍させていく
ならば，法人代表者の業務上傷病に対しても，そ
の人的従属性の有無を顧みることなく，経済的従
属性の側面だけに着目して労災法の適用の途を開
いていく可能性があることを示しているのではな
いか。 
 この考え方を採用することのメリットは，03
年通知のような現行法の無理な解釈を回避するこ
とができるという点だけではなく，被用者保険と
労働保険との間の「隙間」の問題を一気に解消す
ることができるという意味においても，極めて大
きな意味をもつように思える。ただし，このよう
な結論は，労働保険の適用対象を人的従属性の有
無によって判定するとしてきた，これまでの通説
の立場から大きく逸脱した考え方であり，強い反
論も予想される。特に，これらの労務提供者への
労災法の適用を肯定しておきながら，他方で人的
従属性が認められないことを理由に，労働基準法
や労働組合法の適用を認めないという不整合を，
論理的にどのように説明するのかという課題が残
されることになる。しかし，就業形態の多様化が
急速に進行しつつある現在の労働現場においては，
すべての類型の労務提供者に対するすべての労働
者保護法制の適否を，単一の判断枠組で判定する
ことは，もはや不可能なのではないだろうか。む
しろ私たちは，大胆に労働者概念の統一性を維持
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すること断念して，いかなる保護法制がいかなる
場面で適用されるのかを個別的に検討していく，
相対的労働者概念に立つべき時に来ているのでは
ないか（34）と考えるのである。今後の検討課題と
していきたい。 
 
注 
（ 1 ）介護保険法は，旧厚生省・労働省の統合の
直前（1999年10月）に施行されたため，こ
のような両省の旧区分とは無関係に誕生し
た制度であるといえる。 
（ 2 ）たとえば，被用者保険の保険料は，当該被
保険者の標準報酬月額および標準賞与額に
保険料率を乗じて算出する（厚生年金法81
条 3 項，健康保険法156条1項）が，労働保
険料の中の一般保険料の算定方法は，当該
事業所で使用されるすべての労働者に支払
われている賃金の総額に一般保険料率を乗
じて算出することになっている（労働保険
の保険料の徴収等に関する法律11条）。 
（ 3 ）被用者のための医療保険・年金保険として
は，他に私立学校教職員共済法や国家公務
員共済法等があるが，保険事故理解の法的
構造に関しては，ほぼ健保法や厚年法と同
じであるため，ここでは健保法と厚年法で
被用者保険を代表させて論ずることとする。 
（ 4 ）水町（2008）105頁，倉田（2000）265頁。
なお，もうひとつの労働保険である雇用保
険に関しては，就労時間が極端に短い労働
者が被保険者から除外されているので，厳
密にいうと労基法上の「労働者」と完全に
一致するとはいえない。 
（ 5 ）清正（2005）15頁，小西（2010）46頁など 
（ 6 ）株式会社などの法人とその代表取締役との
間の法律関係は，雇用契約ではなく委任契
約である。 
（ 7 ）竹中（1997）438頁 
（ 8 ）清正・前掲注（ 5 ）10頁 
（ 9 ）清正・前掲注（ 5 ）17頁 
（10）山口（2008） 6 頁 
（11）バイク便業務では，多くの場合ドライバー
が直接荷主からの注文を受けるのではなく，
配送業務を請け負う会社から携帯メールで
指示を受けて顧客のところに向かうという
システムを採用している。この場合，配車
を司る運送会社と「メッセンジャー」ある
いは「ディスパッチャー」と呼ばれるバイ
ク・ドライバーとの間には雇用契約はなく，
運んだ荷物の数と移動距離に応じた完全出
来高制で報酬が支払われる（「流通設計」
2000年 6 月号，114頁）。 
（12）鎌田（2005）28頁 
（13）昭和50年11月14日・基発671号 
（14）たとえば，浦和地判昭和58年 4 月20日（所
沢労基署長事件），東京地判平成 7 年11月 9 
日（足立労基署長事件）など。 
（15）小西・前掲注（ 5 ）47頁 
（16）山口・前掲注（10）54頁によると，2001年
に実施された中小企業事業主に対する労災
の特別加入制度に関する実態調査の結果，
旅館・ホテル業を営む事業主においては，
この制度の存在について知らない者が全体
の34％もあり，加入率は 2 割以下であった
とされている。また，従業員 3 ～ 4 人の企
業を中心にした調査（業種は金属製造・加
工業，建設業等雑多）では，労働保険事務
組合に登録する事業主ですら，全体の60％
しか特別加入の手続を行っていないという。 
（17）鎌田・前掲注（12）76頁・注69で「特別加
入制度は本来は労働者に限定して適用され
る労災保険制度を例外的に適用者を拡大す
るものであり，その加入できる人の範囲は
厳格に制限されている」と述べている。 
（18）倉田（2009）118頁 
（19）竹中・前掲注（ 7 ）459頁 
（20）倉田・前掲注（18）112頁，清正・前掲注
（ 5 ）8頁，竹中・前掲注（ 7 ）458～460頁
など 
（21）ただし，本文の後段 4（ 1 ）で検討すると
おり，契約労働者である個人事業主につい
ては，労働者としての側面と事業主として
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の両方を併せ持つため，この 2 点の比較衡
量判断が必要になってくる。 
（22）水町・前掲注（ 4 ）105頁 
（23）藤原（1998）142頁 
（24）荒木（1999）89頁 
（25）たとえば，3（ 1 ）であげたコンピュータ
のソフト開発業務，NHKの放送受信料の徴
収業務などを請け負う契約労働者において
は，労務提供先事業所から受ける指揮・命
令の程度は，典型的な雇用契約の下で働く
労働者と比較して，かなり軽くなっている。 
（26）鎌田・前掲注（12）29頁 
（27）鎌田・前掲注（12）30頁 
（28）鎌田・前掲注（12）51頁 
（29）鎌田・前掲注（12）52頁 
（30）中益（2001）57頁 
（31）中益・前掲注（30）58頁，60頁 
（32）中益・前掲注（30）58頁 
（33）藤原・前掲注（23）142頁は，傭車運転手に
対する労災の適用を検討する議論の中で，
「傭車運転手の労働者性の肯定の規範的根拠
は，使用者が，その事業遂行に不可欠の労
働力として事業組織に組み入れられている
にもかかわらず，雇用契約ではなく運送請
負契約という形式をとり傭車運転手に従業
員としての法的な責任を回避するという脱
法行為を阻止することにある」と述べてい
る。 
（34）この相対的労働者概念に対しては，「労働
法秩序の混乱をもたらすことになろう。な
ぜなら，ある就業者が労災保険法上の労働
者であることは，他の法的規制の適用と切
り離して考えることはできないからである」
（鎌田・前掲注（12）16頁）という批判が
予想される。 
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